
１．はじめに

公共事業評価における費用便益分析については，現在のところ，各所管府省の事業ごとにマニュアルが

作成されており，同種事業間での事業効果の比較は可能であるが，類似の効果を有すると考えられる異種

公共事業間同士では，評価対象となる効果項目やその評価方法がバラバラであり，事業間比較が困難と

なっている。これは，国の府省・局が事業単位毎に縦割りになっているためでもあるが，評価手法の相違

によって評価結果が変わるならば，事業推進側としては，事業名を変えて補助申請することが想定され

る。また，評価手法が異なることによって，同種の社会資本が同一地域に重複投資されやすくなる可能性

もある１）。限りある資源を有効に，効率的に配分する観点からは，事業間比較を行う上で，少なくとも同

種の効果については，評価手法の相違による評価結果に差がでないよう，一貫性のある共通の手法で評価

することが好ましい２）。

そこで，本稿では，まず第２章で，類似公共事業と目される国土交通省の道路整備事業，臨港道路事

業，農林水産省の広域農道整備事業を取り上げ，個別事業の評価項目と評価手法を概観する。第３章で

は，それぞれの事業における評価対象効果項目と効果測定手法の比較を行い，その相違を明らかにする。

第４章では，類似事業，とりわけ一般道と広域農道の評価手法が異なることによって，補助を受ける地方

自治体レベルで起こり得る事業代替や重複投資行動の具体例に着目する。これらの実態を通して，第５章

では，資源配分が効率的に行われるために，評価上での検討すべき課題について，整理することとした
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１）例えば，日本経済新聞２００１年９月２日付の「リレー討論」では，全国町村会長の山本文男氏（福岡県添田町長）が，ほとんど車が走らないに

も関わらず，国道と高速道や農道が並行している例が存在することを認める発言をしている。

２）この点について，総務庁行政監察局（２０００）では，旧建設省の道路・街路事業と旧運輸省の臨港道路，および旧建設省の下水道事業と農林水

産省の農業集落排水事業について，共通の方法により評価することが検討可能な効果を挙げている。
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い。

２．類似公共事業の評価手法

２．１ 道路・街路事業
国土交通省では，既に昭和３０年代から道路についての事業評価を行っていたが，統一された手法や手続

きに基づくものではなく，また，公表もされていなかった。海外の動向も取り入れながら改良を加え，事

業実施の意思決定に反映させてきたが，社会資本整備をとりまく意思決定過程の不透明性や事業効果に関

する批判が強くなり，道路事業については１９９６年度から，１９９７年度に新規事業化を行うすべての新設・改

築事業箇所を対象に，試行的に評価の実施，結果の公表を行った。１９９８年度からは「建設省所管公共事業

の新規事業採択時評価実施要領」（１９９８年３月）および「道路事業・街路事業に係る新規事業採択時評価

実施要領細目」（１９９８年６月）に基づき，新規事業採択時評価を本格的に開始した。この新規事業採択時

における統一的手法として取りまとめられたのが，建設省道路局・都市局「費用便益分析（案）」（１９９８年

６月，以下「道路マニュアル」という）である。

道路整備の効果は，利用者の時間短縮効果や，産業立地による生産増加，環境に与える影響など，正負

を含め多岐にわたるが，「道路マニュアル」に従った道路事業の費用便益分析を実施する場合，計測され

ている便益は「走行時間短縮」「走行経費減少」「交通事故減少」のわずか三種類に過ぎない（図表１）。

!１ 「道路マニュアル」における費用便益分析の手順

道路事業では，新規に整備される道路の影響を受ける道路網を設定し，新規に道路が整備される場合

（with）と整備されない場合（without）のそれぞれの場合について，各道路の交通量を推計し，その交

通量下での走行時間費用，走行経費，交通事故費用を算出し，その短縮・減少分をもって便益とする。費

用としては，事業費（用地費＋建設工事費）と維持管理費を計上する。

その後，毎年の便益・費用を４％の社会的割引率で現在価値に割り戻し，建設期間＋供用開始後４０年の

期間で便益と費用の流列を作成し，その総便益と総費用を比較した上で，費用便益比（Ｂ／Ｃ）を算出す

る，という方法をとっている。

道路事業における費用便益分析の一連の流れを示したものが図表２である。

!１ 需要推計

道路事業の便益を計測するに際しては，道路が整備される場合とされない場合のそれぞれについて，影

響を受ける道路も含めて交通量と走行速度を推計しなければならない。この交通需要推計に用いられるの

が三段階推計（自動車OD表がない場合は，交通機関分担による自動車交通量を推計しなければならない

ため，四段階推計となる）であり，交通工学の分野で多用される推計手法の一つである。基本的には，道

路交通センサスの自動車起終点調査３）（起点（Origin）と終点（Destination）の頭文字をとってOD調査４）

と呼ばれる）を用いて，道路が整備される場合とされない場合のそれぞれについて，影響を受ける道路も

含めて車種別に将来のOD表を作成することになる。

３）一般交通量調査・自動車起終点調査（OD調査）・駐車場調査の３種を行う道路交通センサスは，５年毎に行われ，一般交通量調査のみを行う

補完調査がその３年目に行われる。OD調査を含む道路交通センサスは，直近では１９９９年度に実施された。

４）OD調査のゾーニングは，概ね市区町村（全国で約３，３００）程度の大きさに相当する地域を基本単位としており，全国で約５，５００ゾーンが設定

されている。
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!２ 便益の測定

道路事業における便益としては，利用者便益として捉えられる「走行時間短縮便益」「走行経費減少便

益」と，「交通事故減少便益」を算定する。

図表１ 道路整備の効果

効 果 項 目

直接効果 道路利用者 道路利用 ○走行時間短縮・走行費用減少

・当該道路

・他機関，他道路

○交通事故減少

・当該道路

・他機関，他道路

○走行快適性の向上

○歩行の安全性・快適性の向上

沿道および地域社会 環境 ○大気汚染

・当該道路

・他機関，他道路

○騒音

・当該道路

・他機関，他道路

○景観

○生態系

○エネルギー（地球環境）

住民生活 ○道路空間の利用

○災害時の代替路確保＊

○交流機会の拡大＊

○公共サービスの向上

○人口の安定化

間接効果 地域経済 ○建設事業による需要創出＊

○新規立地に伴う生産増加

○雇用・所得増大

○財・サービス価格の低下

○資産価値の向上

公共部門 財政支出 ○公共施設整備費用の節減

租税収入 ○地方税

○国税

（注１）「道路マニュアル」では網掛け部分のみ便益として金銭評価することになっている。

（注２） ＊は非日常的あるいは一時的な効果

資料：道路投資の評価に関する指針検討委員会編『道路投資の評価に関する指針（案）』（!財
日本総合研究所，１９９８年６月）
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ａ．走行時間短縮便益

走行時間短縮便益は，道路整備が無い場合の総走行時間費用から，道路整備がある場合の総走行時間費

用を減じた差として算定される。総走行時間費用とは，各路線の車種別走行時間に時間価値原単位を乗じ

た値を集計したものである。算定式ならびに，車種別時間価値原単位は「道路マニュアル」Ｐ６にて与え

られている。

〈算定式〉

走行時間短縮便益：BT＝BTＯ－BTＷ

総走行時間費用：BTi＝Σ
j
Σ
i
（Qijl×Tijl×αj）×３６５

ここで，BT：走行時間短縮便益（円／年）

BTi：整備 i の場合の総走行時間費用（円／年）

Qijl：整備 i の場合のリンクl における車種 j の交通量（台／日）

Tijl：整備 i の場合のリンクl における車種 j の走行時分（分）

αj：車種 j の時間価値原単位（円／（台・分））

i：整備有りの場合W，無しの場合O

j：車種

l：リンク

図表２ 道路事業における費用便益分析の流れ

資料：建設省道路局・都市局「費用便益分析マニュアル（案）」，１９９８年６月
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ｂ．走行経費減少便益

走行経費減少便益は，燃料費，オイル費，タイヤ・チューブ費，車両整備費，車両償却費など，走行時

間には含まれない経費について，道路整備が無い場合と道路整備がある場合の差として算定される。走行

経費の算定式は「道路マニュアル」Ｐ８にて与えられ，車種別走行経費原単位は，道路種別に「道路マニュ

アル」Ｐ９～Ｐ１０にて与えられている。

〈算定式〉

走行経費減少便益：BR＝BRＯ－BRＷ

総走行費用：BRi＝Σ
j
Σ
i
（Qjl×Ll×βi）×３６５

ここで，BR：走行経費減少便益（円／年）

BRi：整備iの場合の総走行費用（円／年）

Qijl：整備 iの場合のリンクl における車種jの交通量（台／日）

Ll：リンクlの延長（km）

βj：車種jの走行経費原単位（円／（台・km））

i：整備有りの場合W，無しの場合O

j：車種

l：リンク

ｃ．交通事故減少便益

交通事故減少便益は，道路整備が無い場合の物損事故・人身事故の損失額と，道路整備が行われる場合

の損失額の差を，発生事故率を基準とした算定式を用いて各路線にて算出し，集計した額である。交通事

故による社会的損失は，運転者，同乗者，歩行者に関する人的損害額，事故により損壊を受ける車両や構

築物に関する物的損害額，および事故渋滞による損失額から求められる。

〈算定式〉

年間総事故減少便益：BA＝BAＯ－BAＷ

交通事故の社会的損失：BAi＝Σ
l
（AAil）

ここで， BA：年間総事故減少便益（千円／年）

BAi：整備 i の場合の交通事故の社会的損失（千円／年）

AAjl：整備 i の場合のリンクl における交通事故の社会的損失（千円／年）

i：整備有りの場合W，無しの場合O

l：リンク

なお，AAilについては，

AAil＝f（走行台数，リンク延長キロ，交差点箇所）

として，道路種別（１０種）に「道路マニュアル」P１１に与えられている。

!３ 費用の測定

道路事業の費用としては，事業費としての「工事費」「用地費」「補償費」と，「維持管理費」を毎年計

上することとなっている。計画ベースで金額が確定している場合はそれらを用いることとされているが，

類似公共事業の評価手法の相違がもたらす帰結について
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類似事業を参考に算定しても良いこととなっている。維持管理費については，道路維持費，清掃費，照明

費，オーバーレイ費等が考えられており，道路種別に参考値が挙げられている。（「道路マニュアル」Ｐ１４）

!４ 費用便益分析

道路事業の便益と費用は，各年次毎に算出した後，次に示す算定式によって現在価値化した上で，費用

便益比（Ｂ／Ｃ）を求める。

〈算定式〉

費用便益比 B ／C＝Σ
j，k
（BofPVj／CofPVk）＝Σ

j，k
Σ
t｛

１
（１＋r）s＋t

・
Bjt
Ck（s＋t）｝

ただし，BofPVj：便益 j の現在価値（円）

Bjt：道路供用開始後t年目の便益 j の計測値（円）

CofPVk：費用kの現在価値（円）

Ck（s＋t）：年次s＋n年目の費用kの値（円）

s：基準年次（西暦 n年）から道路供用開始年次（西暦（n＋s）年）までの年数（年）

t：道路供用開始年次を０年目とする年次（年）

j：便益種別

k：費用種別

r：割引率（＝４％）

国土交通省は，「道路マニュアル」では感度分析を義務づけていないが，需要や費用に多少の変動があっ

て評価結果に影響があったとしても，便益が費用を上回る範囲に収まるためには，Ｂ／Ｃ≧１．５程度が必要

である，とのスタンスをとっている。事業採択の要件として，Ｂ／Ｃ≧１．５としているのは，そのためであ

る。しかし，Ｂ／Ｃは，効率性基準を判断するための足切りの道具として用いており，Ｂ／Ｃ≧１．５をクリ

アーしていれば，この値の大小によって採択の優先順位を決めているわけではない。実際の事業採択に際

しては，地域の実情等の判断要素が入ってくる。

２．２ 臨港道路（港湾整備事業）
臨港道路整備は，旅客・物流ターミナル整備や廃棄物海面処分場整備，マリーナ整備等から構成される

港湾整備事業の一つのプロジェクトとして位置づけられている。臨港道路の効果や，その計測方法は，運

輸省港湾局「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」（１９９９年５月，以下「港湾マニュアル」という）

によって定められている。

!１ 「港湾マニュアル」における臨港道路の効果

臨港道路の効果，並びに効果の把握方法は，次の図表３の通りである。これによれば，臨港道路の各種

効果のうち，費用便益分析の対象として計測されるのは，貨物の移動コスト削減額と旅客の移動コスト削

減額を合わせた「輸送・移動削減便益」のみである。

便益計測の手順や手法は，道路事業の評価に準じており，各種パラメータの設定については，「道路マ

ニュアル」を作成する際の検討委員会として設けられた「道路投資の評価に関する指針検討委員会」（１９９８）

での研究成果や「道路マニュアル」を援用していることが大きな特徴となっている。
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その中で，道路事業評価との大きな相違点は，次の３点である。

!１ 臨港道路では交通事故減少の効果を定性的に評価するに留め，金銭換算はしないことになっている

こと。（道路では，便益として金銭換算評価している。臨港道路の場合は，一般車両の通行を想定し

ていない道路が多く，したがって，交通事故減少の重要性は小さいためである。）

!２ 用地の残存価値を便益に計上していること。（道路では，用地の残存価値は考慮しない。）

!３ 評価期間は建設期間＋供用開始後５０年までとなっていること。（道路では供用開始後４０年までが評

価期間である。臨港道路の供用期間は，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（大蔵省令）のコ

ンクリート造りのものを参考に，控えめに５０年と設定している。）

!２ 「港湾マニュアル」における費用便益分析の手順

!１ 輸送・移動便益の測定

道路事業の時と同様に，まず，当該臨港道路を含む道路交通ネットワークを設定し，四段階推定法等に

よる自動車交通量を車種別に求める。臨港道路の走行経費原単位は，道路種別，車種別，走行速度別に

「港湾マニュアル」で与えられており，走行時間費用原単位も同様に車種別に「港湾マニュアル」にて与

えられている。道路事業の場合と同様に，新規に臨港道路が整備される場合（with）と整備されない場合

（without）のそれぞれの場合について，臨港道路を含む周辺道路の交通量を推計し，その交通量下での

走行時間費用，走行経費を算出し，その短縮・減少分をもって便益とする。

なお，道路では，走行経費原単位の道路種別が４種類であったのに対し，臨港道路の場合は２種類に留

まっている。その理由は，臨港道路の立地条件として，市街地や山地が想定しがたく，一般道（平地）と

高速・地域高規格道路の想定だけで十分だと判断されたためであると思われる。また，臨港道路プロジェ

クトでは，道路事業と異なり独自に設定している車種としてコンテナトレーラがあり，走行費用原単位や

走行時間費用原単位については，外貿コンテナ業者へのヒアリングをもとに設定している。コンテナト

レーラ以外の車種の走行時間費用原単位や走行経費原単位は，「道路マニュアル」で設定されている値を

図表３ 臨港道路の効果

効 果 の 分 類 効 果 項 目 効果の把握方法

利 用 者 輸送・移動 輸送コストの削減（貨物） 便益として計測

移動コストの削減（旅客） 便益として計測

交流・レクリエーション ― ―

環境 ― ―

安全 交通事故の減少 定性的に把握

業務 ― ―

地域社会 輸送・移動 既存道路の混雑緩和 一部は便益として計測

それ以外は定性的に把握

環境 排出ガスの減少 定量的に把握

沿道騒音等の軽減 定性的に把握

地域経済 建設工事による雇用・所得の増大 計測しない

地域産業の安定・発展 計測しない

公共部門 租税 地方税・国税の増加 計測しない

資料：運輸省港湾局「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」，１９９９年
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そのまま用いている。

!２ 費用の測定

臨港道路の場合も道路事業とほぼ同様に，計上すべき費用は建設費（委託費，用地費，補償費），管理

運営費（維持費，運営費）および再投資費（償却後の再投資のための建設費）となっている。

!３ 費用便益分析

臨港道路事業でも，事業採択のおおよその基準は，道路事業と同様に，Ｂ／Ｃ≧１．５程度である。しか

し，Ｂ／Ｃが１．０を越えていれば，計測可能な範囲内で便益が費用を上回っていることを意味するの

で，１．５に満たないからといってその事業を門前払いすることはない。また，費用便益分析の結果以上に，

背後にある企業団地のニーズ，ユーザー側の動向，地域全体への波及効果を重視しており，事業採択はあ

くまで総合評価によって行われる。その意味では，Ｂ／Ｃ≧１．０は必要条件であっても優先順位を決定する

ための絶対条件とは言えない。

２．３ 広域農道
農道は，道路法に規定されている道路（一般交通で利用されている!１高速自動車国道・地域高規格道路，

!２一般国道，!３都道府県道，!４市町村道）以外の道路であり，

ａ．農業機械や農業資材の搬出入としての道路

ｂ．農産物の集出荷や市場（消費地）への輸送としての道路

ｃ．農産物，肥料の積み卸しなど農業的利用としての道路

ｄ．集落間または農村と都市を結ぶ社会生活上の交通網としての道路

等の目的を持つ道路として位置づけられている。農村地域において，各種農業施策と連携しつつ農村環境

の改善を進めるために整備される。

農道整備事業は，目的に応じて３種に分けられる。

!１ 広域営農団地農道整備事業（広域農道整備事業）

多くの営農団地を結ぶため，延長１０km以上，車道幅員５m以上の比較的規模の大きな農道を整備する

事業

!２ 一般農道整備事業

農道延長１km以上，幅員４．５m以上の一般的な規模の農道を整備する事業

!３ 農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業（農免農道整備事業）

農林漁業用揮発油税の減税に替わる各種身替措置の一つとして農業の近代化，農産物流通の合理化と農

村環境の改善のために行う農道を整備する事業

この分類から，農道が一般道路と同等の機能を有し得るとすれば，広域農道か一般農道の一部であると

判断して差し支えないと思われる。ただし，広域農道と農道で評価方法が異なるわけではない。

農道整備は，ほ場整備等と組み合せ，農作物の集出荷や農作業への通作等に関わる費用を低減させるこ

とによって，農家収入の増大や農業生産の効率化を目的に実施される。その効果は，土地改良事業の経済

効果測定５）の中で決められている。土地改良事業のうち，農道整備関連の効果を拾い出すと図表４の通り

５）土地改良事業では，１９４９年以来，費用対効果分析が取り入れられ，漸次改良されて今日に至っている。
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まとめられる。

これらの効果のうち，農道整備によって直接発現する効果としては，効果細目に示す品質向上効果，維

持管理費節減効果，走行経費節減効果，更新効果，一般交通等経費節減効果，安全性向上効果，廃用損失

額であり，当該農道の整備状況によっては発現すると考えられる効果が農道環境整備効果である。

作物生産効果，文化財発見効果，保健休養機能向上効果については，農道整備がこれらの効果発現に資

するとは考えられているものの，農道整備に伴う直接的な効果算定式を定めるまでには至っていない。こ

れらの効果は，土地改良事業の他工種による効果として算定することとなっている。

以下，農道整備の個別効果の考え方と算出方法について概観する。（効果算定の詳細については，資料編

「農道整備事業における個別効果の算出方法」を参照。）

!１ 農道の個別効果の考え方

!１ 農業生産向上効果

ａ．作物生産効果

舗装による防塵効果を通した増収（面積当たりの単収増加効果）を作物生産効果として捉える。ただし，

単収増加は，主として他の事業によって発現する効果であるため，農道整備単独の効果としては算定する

ことにはなっていない。

ｂ．品質向上効果

農道が整備されることによって，作物運搬中の荷傷み廃棄率が減少し，商品化できる作物量が増加す

る。これを品質向上効果として捉える。増収額は，生産量に廃棄率の減少分を乗じて出荷増加量を計算

し，それに作物単価を乗じることによって求めることができる。

!２ 農業経営向上効果

ａ．維持管理費節減効果

農道の整備により経費が増加する効果を維持管理費節減効果（マイナス効果）として捉える。農道整備

前後の年当たり経費の差によって求める。

図表４ 農道整備事業の効果一覧

事 業 名 効 果 名 効 果 細 目

農道整備事業 !１農業生産性向上効果 ａ．作物生産効果

ｂ．品質向上効果

!２農業経営向上効果 ａ．維持管理費節減効果

ｂ．走行経費節減効果

!３生産基盤保全効果 更新効果

!４生活環境整備効果 ａ．一般交通等経費節減効果

ｂ．安全性向上効果

!５地域資産保全効果 文化財発見効果

!６景観保全効果 農道環境整備効果

!７保健休養機能向上効果 保健休養機能向上効果

!８廃用損失額 廃用損失額

資料：農林水産省構造改善局計画部監修『土地改良の経済効果（改訂版）』大成出版社，１９９７

年，P３０「工種別効果項目一覧表」より作成
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ｂ．営農に係わる走行経費節減効果

農道が新設・改良されることによって農産物の生産や流通に係わる輸送経費が節減される効果を営農に

係わる走行経費節減効果として捉える。農道整備前後の走行距離，走行速度および輸送手段（車種変更）

から，現況走行経費と計画走行経費の差として測定する。

!３ 生産基盤保全効果（更新効果）

廃用道路を直接改良若しくは更新し，機能が継続して発現する効果を生産基盤保全効果（更新効果）と

して捉える６）。

!４ 生活環境整備効果

ａ．一般交通等経費節減効果

農道の新設・改良に伴い，農業関係以外の一般交通における燃料やタイヤその他の消耗品が節約できる

効果を一般交通等経費節減効果として捉える。実測調査を基に，計画農道整備後の車種別の走行台数を推

計する。その上で，走行距離，走行速度の現況時と計画農道整備後を求め，走行に関わる経費節減効果を

算定する。なお，時間短縮に関わる人件費の節約分については，貨物自動車の走行に係わる人件費だけを

算定し，乗用車については算定しないこととなっている。また，人件費については，「農産物生産費調査」

（農林水産省）による労賃単価を用いるが，これは「道路マニュアル」で用いられている時間価値よりも

低い単価となっている。

ｂ．安全性向上効果

ガードレールや歩道等を新たに設置することによって，安全性が向上する効果を安全性向上効果として

捉える。評価方法としては，事故率の減少等には依らず，安全性確保投資額に当該施設の耐用年数に応じ

た還元率を乗じ，安全施設の設置に伴う維持管理費の年増加額（マイナス効果）と合算して年効果額を算

出する。

!５ 地域資産保全効果（文化財発見効果）

農道整備により，付随的に埋蔵文化財が具現化され，その文化的価値が明確になる効果を，地域資産保

全効果（文化財発見効果）として捉える。ただし，文化財発見は，農地開発等の事業と合わせて発現する

効果であるため，農道整備単独の効果として算定することにはなっていない。

!６ 景観保全効果（農道環境整備効果）

並木，花壇，カラー舗装等，農道通行者等へ「交流の場」「うるおい」等を提供できる場合，これを景

観保全効果（農道環境整備効果）として捉える。環境配慮機能を付加するために追加投資した経費×還元

率で求める。

!７ 保健休養機能向上効果

農業用ダムや用排水路の設置により生じる水面等が，地域のレクリエーションや地域住民への憩いの場

の提供として利活用できる効果を保健休養機能向上効果として捉える。本効果は，施設利活用による収益

６）他の公共事業評価のようにWith―Without分析に従うならば，旧施設の機能を超える増加便益だけが便益であり，旧施設の機能に代替する部分

の効果は加算すべきではないと考えられる。
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額を効果額として算定することとなっている。農道整備はこれらの施設へのアクセスを保証する機能を担

うが，農道整備事業そのものから保健休養機能向上効果を算出することにはなっていない。

!８ 廃用損失額

農道を整備する場合，耐用年数が尽きていない施設については，廃止や改修によって損失が生じる。こ

の損失を廃用損失額（デッド・コスト）といい，マイナスの効果として取り上げる。（廃用施設の事業費

－廃棄価額）×残存率によって算出する。

!２ 費用便益分析の手順

農道整備事業に限らず，農林水産省の土地改良事業では，まず，年当たりの効果額を算定し，それを耐

用年数に応じた建設利息調整済み還元率で除し，廃用損失額を減じた上で妥当投資額を算出し，それが総

事業費より大きいかどうかを投資効率（＝妥当投資額／総事業費）によって判定する（１．０以上であること

が事業採択の条件）。還元率算出に用いられる割引率は，国土交通省事業の４％とは異なり，５．５％が設定

されている。

また，農道整備を含む土地改良事業の場合，事業費の一部を受益者たる農家が負担することもあること

から，農家にとっての年償還額と年総増加所得額を比較し，所得償還率（＝年償還額／年総増加所得額）

の割合が４０％を越えないことが，負担能力の妥当性を判断する根拠として，新規事業採択の条件とされて

いる。

!１ 還元率

還元率とは，割引後の総効果額（総費用）に占める年効果額（年費用）の割合のことである。算出

方法は，割引率をｉ（土地改良事業では，ｉ＝０．０５５が与えられている），総合耐用年数をｎ，年効果

額をＢ，総効果額をTBとし，１年目から割引を開始すると，

年 効果額

１ Ｂ／（１＋ｉ）

２ Ｂ／（１＋ｉ）２

～

ｎ Ｂ／（１＋ｉ）n

したがって，総効果額TBは，

TB＝
n

Σ
t＝１

B
（１＋i）t

と書ける。これは，初項Ｂ／（１＋ｉ），公比１／（１＋ｉ）の等比級数の第ｎ項までの和となる。

TB＝
B

１＋i
・
１－（ １

１＋i ）
n

１－
１
１＋i

＝B・
（１＋i ）n－１
i・（１＋i ）n

よって，還元率RS＝
B
TB
＝
i・（１＋i ）n

（１＋ i ）n－１
と表せる。

!２ 投資効率

ここで，妥当投資額をAI，総事業費をTC，廃用損失額をDC，建設利息をrとすると，
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投資効率EI＝AI ／TC＝
TB
１＋r

－DC

TC

＝
B

RS（１＋r）
－DC

TC

＝
B・（（１＋i）n－１）
i・（１＋i）n（１＋r）

－DC

TC
と計算することができる。

３．評価対象効果・評価手法の比較

!１ 評価対象効果と評価手法の相違

以上の各事業評価マニュアルに従い，道路と臨港道路，広域農道についての評価対象効果や評価手法の

相違をまとめると，図表５の通りとなる。

まず道路と臨港道路を比較すると，両者の評価対象，評価手法ともほとんど同じであることが分かる。

先に述べたとおり，「港湾マニュアル」の臨港道路部分が「道路マニュアル」を参考に作成されているの

で当然のことではある。しかし，細部を見ると道路整備が行われる立地条件や走行車種の違いを反映した

相違が若干見られる。

図表５ 道路と臨港道路，広域農道の評価対象・評価手法の相違

道 路 臨 港 道 路 広 域 農 道

走行時間短縮効果

（営農走行経費節減）＊

（一般交通経費節減）＊

の人件費分

全車種で計算 全車種で計算 農業関係以外の一般交通については，貨物車

のみについて計算。人件費単価が小さい。

走行経費節減効果

（営農走行経費節減）＊

（一般交通経費節減）＊

の車両走行分

全車種で計算 全車種で計算 全車種で計算

交通事故減少便益

（安全性向上効果）＊
事故率減少を便益評価

（金額換算）

定性評価 安全施設の設置費用で計算

品質向上効果＊ 考慮せず 考慮せず 農家の増収額として計算

維持管理費節減効果＊ 維持管理費の増減は費

用面で考慮

維持管理費の増減は費

用面で考慮

施設設置による管理費増大をマイナスの効果

として計算

生産基盤保全効果＊

（更新効果）＊
考慮せず 考慮せず 旧施設の機能代替分を計算

廃用損失額＊ 考慮せず 考慮せず マイナスの効果として計算

用地の残存価値 考慮せず 便益に計上 考慮せず

評価期間 建設期間

＋供用開始から４０年

建設期間

＋供用開始から５０年

総合耐用年数

（施設により異なる）

社会的割引率 ４．０％ ４．０％ ５．５％

採択基準 Ｂ／Ｃ≧１．５ Ｂ／Ｃ≧１．０ Ｂ／Ｃ≧１．０
所得償還率≦０．４

注１）表中の＊印は，農道整備事業における効果名を表す。

注２）農道では，時間短縮効果算定に用いる人件費（時間価値）が，道路・臨港道路に比べて小さい。

資料：各事業の費用便益分析マニュアルをもとに作成
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たとえば，道路の場合の評価期間が供用開始後４０年目までであるのに対して臨港道路では５０年目までと

していること，および用地の残存価値を評価期間の最終年に便益として計上していることによって，道路

に比べて便益が大きく算出されることになる。反面，臨港道路では交通事故減少便益を定性的評価に留

め，便益として計上していないことや，評価期間を５０年目までとすることによって，維持管理費もまた道

路事業に比べて大きく算出されることになる。

次に，道路・臨港道路と農道の比較をしてみよう。農道評価の場合，農業以外の一般車両の走行時間短

縮効果は貨物車両のみ計上し，乗用車分は算入しない。また，走行時間短縮効果に用いられる人々の時間

価値（人件費）が道路や臨港道路よりも小さく，社会的割引率も道路や臨港道路の４％よりも大きい５．５％

に設定されている。特に，総便益の大きな割合を占める走行時間短縮効果に影響のある車種の一部を算入

しなかったり，低い時間価値を採用していることから，同じ道路であっても，農道として評価する方が，

一般道路として評価するよりも，費用便益分析の結果は小さく出る可能性が大きい。反面，農道では，農

家増収分としての品質向上効果や，生産基盤保全効果（更新効果）を便益として取り込むことができるの

に対して，一般道路では，たとえ農家の利用が多くても，これらの効果を取り込むことはできない。

!２ 評価手法の相違がもたらす非効率投資の可能性

これらの相違もさることながら，一般道路と農道の評価で注意が必要なのは，両者の事業採択基準が，

一般道路では，費用便益比Ｂ／Ｃ≧１．５が要求されるのに対して，農道ではＢ／Ｃ≧１．０で良いという点であ

ろう。一般車両の通行を目的としながら，十分な交通量が見込まれないために一般道路の採択基準である

Ｂ／Ｃが１．５に達しない場合であっても，農家利用を過大に見込み，農道の評価基準で計算し直した結果，

農道の採択基準であるＢ／Ｃ≧１．０を満たすことが，評価の仕組み上あり得るのである。ほとんど車の走ら

ない道路が建設されたり，国道のすぐ脇に農道が重複して建設される現象の少なからずの部分は，この評

価手法の相違に基づいていると考えられる。

なお，「農業農村整備事業の効率的実施に係る検討会」の２０００年度報告書によれば，大要，次のように

述べられている。「農道整備事業と一般道路事業は，既に１９６５年から農道の計画策定時に道路担当部局と

協議，調整が図られている。１９９５年度からは農林水産省と建設省との間，都道府県の農業農村整備部局と

土木部局間において，それぞれ「連絡調整会議」が設置され，機能の重複が生じないような調整やチェッ

クが行われている。広域農道と一般道路とが重複しているのではないか，という指摘もあるが，それぞれ

目的，路線計画が異なっている等，誤解に基づく批判もある。地域にとって最適な事業の組み合わせや順

序，役割分担等について検討し，事業の相乗効果を発揮していくことが必要である。」

この趣旨からすれば，制度上，広域農道と一般道路の重複投資は無いことになる。確かに，一般道と広

域農道が平行に走っている（あるいは計画されている）事実のみをもって重複投資であるとまでは言い切

れない。交通需要が一方の道路の設計容量を超えている場合であれば，一般道と農道の両道路を整備する

ことによって，相互に補完しあっているとみなすことが可能である。しかしながら，一般道と農道の評価

手法が異なることによって，補助を受ける地方自治体側にとっては，意図するにせよせざるにせよ，両評

価手法を使い分けた道路整備や，評価手法が異なることによる重複投資を誘発しやすいことは指摘し得る

だろう。特に広域農道については，農家の作物輸送・通作利用というもともとの事業目的とは異なり，交

通量は少ないが，一般乗用車の利用が主体となっているケースがある。

本稿では，評価手法の相違による「使い分け」あるいは「重複投資」が行われた可能性のあると思われ

る具体例を，次章で見ることとする。
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凡例�

呉　市�

供用中�
将来計画�
長期構想�

川尻町�

音戸大橋�

安芸灘大橋�
（１号橋）�

蒲刈大橋�
（２号橋）�

豊島大橋�
（３号橋）�

中の瀬戸大橋�
（６号橋）�

岡村島�
岡村大橋�
（７号橋）�

平羅橋　�
（５号橋）�

倉
橋
島�

下蒲刈島� 上蒲刈島�

豊島� 大崎下島�

大崎上島�

豊浜大橋�
（４号橋）�

８号橋�

大下島�

大芝大橋�

大芝島�

竹原市�

広島県�

愛媛県�

今治市�

大　島�

瀬戸内しまなみ海道�
（西瀬戸自動車道）�

大三島�

生口島�

伯方島�

185

187

375

2

４．ケーススタディ

!１ 評価手法の使い分けによる道路整備

諏訪（２００１）は，「使い分け」による道路整備の典型的事例として，広島県の安芸灘諸島連絡架橋を挙

げている。

安芸灘諸島連絡架橋とは，広島県呉市の隣にある川尻町から広島県・愛媛県の１１の島を結んで愛媛県の

大三島に至る連絡架橋のことであり，すべて完成すれば，大三島から先が本州四国連絡橋尾道・今治ルー

ト（瀬戸内しまなみ海道）に繋がるため，第四の本四架橋ルートともみなすことが可能になる。

広島県では１９７０年代に架橋の可能性を検討し始めたが，事業費が大きく，また交通量が少ないと予想さ

れた。交通量が少なければ，時間短縮効果など，国土交通省の補助事業に必要とされる効果が大きく算出

できないため，架橋のすべてを国土交通省道路整備事業として申請しても採択されない可能性が高い。そ

のため，ミカンの産地毎に３つのブロックに分け，それぞれ広域農道整備計画を作成し，ブロック毎に中

心となる島と周辺の島を農道橋で結ぶことにした。つまり，架橋の一部を国土交通省の道路整備事業とし

てではなく，農林水産省の農道整備事業として補助申請することにしたのである。農道整備事業の評価効

果対象となっている農業効率化に関わる事業効果を積み上げた結果，農道橋の費用便益分析の結果は１．０１

となり，事業採択基準である１．０を超え，広島県が計画した６つの農道橋のうち，５つは１９７９年から順次

建設され，既に完成している（総事業費は１２６億円）。

一方，国土交通省所管の道路橋も，２０００年１月に本州本土と下蒲刈島を結ぶ有料道路橋「安芸灘大橋」

（総事業費４７８億円）が開通し，上蒲刈島と豊島を結ぶ「豊島大橋」（総事業費３６０億円）も用地買収に入っ

図表６ 安芸灘諸島連絡架橋

注）２，４，５，６，７号橋は農道橋（開通済み），１号橋（開通済み）と３号橋（事業実施中）が道路橋

資料：広島県道路公社ホームページ（http：／／www３．ocn.ne.jp／～hprc／page２１．htm）
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A市� B市�国　道�

b地点� d地点�

c地点�

a地点�

海岸線�

〈凡例〉�

：農道区間（計21km）�

：一般県道区間（計15km）�
�
：国道�

：その他道路�
（広域農道の総延長は◆－a－b－c－d－◆までの36km）�

ている。愛媛県側の離島での架橋構想が進んでいないため，愛媛県の大三島まで橋を繋いで本四架橋尾

道・今治ルートに接続するまでは至っていないが，豊島大橋（３号橋）ならびに計画中の８号橋が完成す

れば広島県側の離島は，計画通り本州本土と結ばれることになる。

似たような事例は，筆者らが調査を行った北陸地方の広域農道でも見られた。この広域農道は，沿岸部

の国道から約２km内陸部に入り，同国道にほぼ平行する形で，２市を結ぶ総延長３６kmの農道である。こ

の広域農道では，国土交通省の一般県道区間と地域的に重複していた農道整備計画については，新たに農

道を重複整備することはせず，土木関係部が旧来の一般県道を拡幅して新設農道区間と接続させる形で整

備を行っている。そのため，農道区間と国土交通省事業の一般県道区間が交互に２区間ずつ並ぶ形で繋

がっている。農道区間は計２１kmであり，県道区間が計１５kmと全延長距離の約４０％を占めている（いわゆ

る，合築事業）。１９７３年に着工し，一般県道区間の一部に未拡幅部が残っているものの，１９９８年，農道部

分が全通した。

この広域農道は，農家だけではなく一般車両の通行が想定されたので，着工前に農林水産関係部と土木

関係部の間で建設協議が行われており，地域の幹線道路計画との進捗度調整や機能が重複しないように

チェックが行われていた。これは本省レベルにおいても同様であり，農林水産省と国土交通省の間で連絡

調整会議が開催されている。したがって，農道と一般道が同一地域に重複して整備されることは，形式上

はあり得ないことになっている。ただし，協議の中で，それぞれの事業評価手法の妥当性や評価結果を議

論することはしていない。市街地では，国道自体にバイパスが整備されているため，内陸の山間地域に入

り込んだこの広域農道が国道のバイパスとして使用されることは少ない。しかし，国道沿岸部には雨量交

通規制区間が存在するため，広域農道の一部区間が国道の代替道路として利用されることはある。

ところで，この広域農道の費用対効果については，農林水産省構造改善局計画部監修『土地改良の経済

効果（第１版）』７）（大成出版，１９８８年）に従って算出されている。費用便益分析は，計画変更等がある度

毎に実施しており，広域農道整備事業についての最終的な分析は，１９８８年に実施している。農道区間で

の，費用便益比は１．０４と算出され，採択基準をクリアーしている。なお，効果算定当時（１９８８年）は，安

全性効果等については算定対象となっていなかったので，算出されていない。したがって，現在の基準で

効果算定を行うならば，効果額は上積みされることとなる。

７）２００１年８月時点での最新版は，１９９７年に発行された第２版である。

図表７ 北陸地方のある広域農道の略図
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着工年が１９７３年なので，現在とは若干異なる方法で事業評価が行われたであろうことは否めないが，こ

の広域農道についても，農林水産関係部と土木関係部が補助金を用いて広域的に道路を整備することを前

提にして事業を使い分け，それぞれの事業区間で，それぞれの事業評価手法の相違を利用しつつ，事業採

択基準をクリアーさせた，と見ることは可能であろう。（一種類の道路事業として計画し，その事業の評

価手法に則った評価が可能であるならば，敢えて複数の事業に分けて，複数の手法で評価する煩雑な手続

きを取る必要はないものと考えられる。）

ちなみに，県の推計によれば，この広域農道の年間通行台数は農業関係車両（通作を除く）が１０４万台，

一般車両が８６万台であり，農業用車両が約５５％を占めると推計されている。次にこれを検証してみよう。

土木関係部区間の一般県道４地点（図表７のａ～ｄ地点）での通行台数は，「道路交通センサス」によ

り把握することが可能である８）（図表８）。時点間と地点間の相違が大きいため，広域農道全体を通した年

間交通台数の推計は不可能であるが，４地点それぞれでの乗用車と貨物車の通行台数とその比率を把握す

ることができる。これによれば，ｂ地点における１９９０年の通行台数比率を除き，各地点とも乗用車の比率

は，ほぼ５０～７０％程度ということになる。貨物車比率は３０～５０％程度であり，農業関係車両はさらにその

一部に過ぎない。農道区間に限って農業用関係車両が多い，という可能性も否定はできないが，本広域農

道は，乗用車の通行が主体の一般道路としての性格の方が強そうである。この事実は，本広域農道は，農

道としてではなく，一般道としての整備こそが本来の事業目的であるべきではないかと示唆するものであ

る。しかし，この道路は，総延長の６０％が広域農道として，４０％が一般県道として評価されているのであ

る。

!２ 評価手法の相違に基づく重複投資

田中（２００１）は，愛知県知多半島を南北に縦断する有料道路「知多半島道路・南知多道路」と，２００５年

の完成を目指して建設が進む「広域農道知多半島地区」を比較している。これらの道路は地理的に近接し，

８）農林水産関係部の農道区間は道路交通センサスの対象外である。

図表８ 広域農道（一般道部分）の通行量

路 線 名 地 点 調 査 年 乗用車率 貨物車率 平日日中１２時間交通量

一般県道○○線 ａ地点 １９９０年 ７８．８％ ２１．２％ ５５１

１９９４年 ７６．６％ ２３．４％ ６６７

１９９７年 ５７．７％ ４２．３％ ２，１１９

ｂ地点 １９９０年 ３５．０％ ６５．０％ ５１４

１９９４年 ６４．２％ ３５．８％ ６１７

１９９７年 ５７．７％ ４２．３％ ２，１１９

主要地方道××線 ｃ地点 １９９０年 ５０．５％ ４９．５％ ６，５３７

１９９４年 ５３．０％ ４７．０％ ６，５９３

１９９７年 ５３．９％ ４６．１％ ７，７７３

ｄ地点 １９９０年 ４７．４％ ５２．６％ ４，６５０

１９９４年 ４９．９％ ５０．１％ １，７７７

１９９７年 ５１．８％ ４８．２％ ４，０７６

資料：建設省道路局「道路交通センサス」より作成
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ほぼ並行している。有料道路は，愛知県道路公社の管理で，総延長４０．５km，１９７０年の供用開始来２車線

道路であったが１９９９年に４車線化が完了している。一方の新設広域農道は，農林水産省・国土交通省共同

事業であり，総延長４１．２km，２車線道路である。もともとの広域農道の整備は農作物の運搬や農作業工

機の移動による利用を目的としていた。しかし，国土交通省所管区間が広域農道総延長の２８％を占め，県

道や市町村道を改良する区間も存在することから，この広域農道は一般の２車線道路と同機能を有してい

ると考えられる。田中（２００１）は，将来このエリアでの交通量が飛躍的に増加しない限り，有料道路の４

車線化と広域農道の両方を作っても，互いの路線が競合してしまい，結果的に一方の利用率の低下を招く

重複投資になりかねないと指摘している。

そこで，「有料道路の４車線化」と「広域農道の新設」は，相互に代替的である等，いくつかの前提条

件を置いた上で，両道路のプロジェクト評価を，「道路マニュアル」に従って実施している。建設省道路

局・都市局の「道路マニュアル」の手順に従う以上，有料道路でも広域農道でも，評価対象となる効果は，

先に見たとおり，「走行時間短縮便益」「走行経費減少便益」「交通事故減少便益」の３種であり，農道の

費用便益分析で評価対象となっている農業生産向上効果等は計算対象外となる。このように，分析上での

大きな仮定が置かれてはいるものの，評価結果は費用便益比（Ｂ／Ｃ）で見て，有料道路の４車線化の場

合３．１４，広域農道新設の場合０．１６という結果が得られている。したがって，現在建設が進められている広

域農道が，一般道路と同様に利用されると仮定して一般道路と同様に評価した場合，それは既に４車線化

の終了している有料道路に対する重複投資に過ぎず，費用対効果の観点からは投資効果が費用を下回るも

のであるため，新設は望ましくないということになる９）。

５．求められる評価手法の共通化

前章では，いずれの事例でも断定はできないものの，評価手法の相違を利用して道路と農道を使い分け

て整備したと考えられる事例や，評価手法の相違によって重複投資が行われた可能性のある事例を見た。

一般道と広域農道は，類似事業といえども事業目的が異なる以上，評価項目が異なるのはやむ得ない，

という主張は確かにあり得る。しかしながら，同じような利用実態予測の下，ある評価手法では採択基準

をクリアーする反面，別の評価手法では採択基準をクリアーしない道路が存在する場合，事業推進側の自

治体としては，当然のことながら事業採択基準をクリアーする事業名として補助申請をすることになる。

国の補助事業として建設される場合，事業費負担は国が２分の１，残りを都道府県と市町村が負担する

が，自治体負担の大部分は起債で賄うことができる上，後年度にその返済の大部分が特別交付税で手当さ

れるため，自治体にとっては，少ない事業費で事業を実施できる仕組みになっている。受益と負担が一致

しない補助事業の場合，評価手法の相違がこのようなレントシーキング的な行動を助長している可能性を

否定できない。

事前評価の段階で，道路開通後の利用実態を完全に予測することは不可能であるとしても，実は計画さ

れている道路が農家主体の利用になるのか，一般交通主体の利用になるのかの判断は，それほど難しいこ

とではない。なぜなら，農道として効果を算定する時にも，「一般交通等経費節減効果」を算出する段階

で，農業用車両の他，乗用車や一般貨物車の流入量を推計するので，農業用車両の利用台数と一般車両の

利用台数との比較が可能となるからである。この段階で，計画されている道路が農家利用主体の「農道」

９）これらの道路については，諏訪（２００１）においても重複が指摘されている他，日本経済新聞２００２年１月２０日の「スクープ」欄でも取り上げら

れている。
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になるのか一般車両利用主体の「一般道」になるのかは，原課の評価担当者ベースでは分かるはずである。

現在のところ，補助申請の段階では費用対効果分析の結果は重視されるが，その中身の検証までは行われ

ていないようである。利用実態の内訳が事業目的にそぐわない場合，評価そのものを再度実施させる等の

措置が考えられても良いのではないだろうか。

以上，本稿では，もっぱら費用便益分析手法のみに着目して，その評価手法の相違，およびそれがもた

らす帰結に着目してきた。もとより，完全な事業評価方法は存在しない上に，評価手法を精緻化するにも

限界がある。公共事業評価は，費用便益分析のＢ／Ｃのみで決まるわけではなく，政治的な判断によって

事業を実施することも往々にしてある。しかし，利用実態に即さない評価手法により事業採択が認められ

た公共事業が，有効かつ効率的なものなのかどうかは疑問の残るところである。したがって，道路を始め

とする公共事業の実施に際しては，受益と負担を一致させていくことと共に，見込まれる利用実態に即し

た評価手法を用いることが同時に求められよう。

国土交通省では，現在，「道路・街路事業」と「臨港道路」事業については，道路局と港湾局との間で

評価手法を統一化すべく整理中である。また，類似事業として農林水産省の「農道整備事業」も含め，省

庁横断的に公共事業関係の課が集まって「類似事業の評価手法の共通化」が進められつつある，との報道

も見られるが１０），具体的な作業はまだ進展していないようである。事業の効率性を重視する観点からは，

利用実態と乖離した大義名分的な事業目的に合わせた評価手法よりも，予測される利用実態を前提とした

上での評価手法の共通化が求められる。
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〈資料編〉 農道整備事業における個別効果の算出方法

それぞれの効果額には網掛けを施している。これらの総和が年総効果額となる。これを還元率で除した

ものと総事業費を比較して費用便益分析に用いる。

!１ 農業生産向上効果
!１ 作物生産効果

舗装により砂塵の発生が軽減する防塵効果を通した増収（面積当たりの単収増加効果）を作物生産効果

として捉える。ただし，単収増加は，ひとり農道整備の防塵効果のみによるものではなく，用水改良，排

水改良，区画整理等の事業と合わせて発現する効果であるため，農道整備単独の効果としては算定するこ

とにはなっていない。

!２ 品質向上効果

農道が整備されることによって，作物の運搬が非舗装道路から舗装道路に転換するため，荷傷みによる

廃棄率が減少し，商品化できる作物量が増加する。これを品質向上効果として捉える。この効果は，その

地区の土壌，風向き等によって，単収量も作物単価も異なるので，現地調査の結果に基づいて算出する。

増収額の算出方法は，生産量に廃棄率の減少分を乗じて出荷増加量を計算し，それに作物単価を乗じるこ

とによって求めることができる。なお，効果は作物毎に算出した上で合算する。

!２ 農業経営向上効果
!１ 維持管理費節減効果

農道の整備等，施設の新設により経費が増加する効果を維持管理費節減効果（マイナス効果）として捉

える。算出方法は，年効果額＝事業実施前の既往年経費－事業実施後の計画年経費である。

施設名 管理者 現 況 計 画
節減額

○○農道 □□町 施設概要 既往年経費 算出基礎 施設概要 計画年経費 算出基礎

全幅員４m

有効幅員３m

砂利舗装１条

Ｌ＝２，０００m

千円

!１

年１回，不陸

均しモーター

グレーダー使

用

敷砂利補給

全幅員７m

有効幅員５．５

m

アスファルト

舗装１条

Ｌ＝４，０００m

千円

!２

表層を１０年間

に全量の２０％

を補修。単価

は小規模改修

につき５０％増

し。

!３＝!１－!２

（次頁に続く）

作物名 効果発生面積

!１
計画単収

!２
生産量

!３＝!１×!２
荷痛み廃棄防止率

!４
出荷増加量

!５＝!３×!４
単価

!６
増加収益額

!７＝!５×!６

ha kg／１０a t ％ t 円／kg 千円

ね ぎ ４ １，８３７ ７４ ２ １．５ １６８ ２５２

きゅうり ３ ８，１５９ ２４５ ３ ７．４ ２１２ １，５６９

計 １，８２１

類似公共事業の評価手法の相違がもたらす帰結について
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!２ 営農に係わる走行経費節減効果

農道が新設・改良されることによって農産物の生産や流通に係わる輸送経費が節減される効果を営農に

係わる走行経費節減効果として捉える。地区毎に，農業輸送・通作交通別，作物別，車種別に車両走行に

要する経費について，事業実施前と実施後の走行距離，走行速度および輸送手段（車種変更）から，年効

果額＝現況走行経費－計画走行経費，として測定する。手順は，（ステップ１），（ステップ２）で農業輸

送と通作交通に関する輸送量，稼働時間を算定した後，（ステップ３）で営農に係わる走行経費節減効果

を算出する。

施設名 管理者 現 況 計 画
節減額

○○農道 □□町 施設概要 既往年経費 算出基礎 施設概要 計画年経費 算出基礎

２，０００m×５

mm ／年×４
m×５，０００円／
m３＝２００千円

２０千 円／m×
４，０００m×１．５

×０．２／１０＝
２，４００千円

２００ ２，４００ △２，２００

（ステップ１） 農業輸送の輸送量と稼働時間の算定（Ａ地区）

年輸送量

１ ｔ 車 ２ ｔ 車

車 種 別

輸 送 量

!１

１台あたり

積 載 量

!２

延 台 数

!３＝
!１÷!２×２

輸送距離

!４

走行速度

!５

稼働時間

!６＝
!３×!４÷!５

車 種 別

輸 送 量

!７

１台あたり

積 載 量

!８

t t t 台 km km／時 時 t t

現

況

一

次

輸

送

米 ４，３８６ １，７５４

（４０）

１ ３，５０８ ７．３ ３０ ８５４ ４３９

（１０）

２

豆 ４１０ １６４

（４０）

１ ３２８ ７．８ ３０ ８５ ４１

（１０）

２

…

小計 ６５，５０５ １４，６９６ ― ３０，９３９ ― ― ８，２５０ ４，４０９ ―

二

次

輸

送

米 ３，５０９ ７０２

（２０）

１ １，４０４ １０．３ ３０ ４８２ １，０５３

（３０）

２

豆 ３６９ ７４

（２０）

１ １４８ ９．５ ３０ ４７ １１１

（３０）

２

…

小計 ２１，２６８ ２，５２９ ― ５，３２４ ― ― １，７７５ ３，７９３ ―

計 ８６，７７３ １７，２２５ ３６，２６３ １０，０２５ ８，６３４

計

画

一

次

輸

送

米 ４，３８６ ２，１９３

（５０）

１ ４，３８６ ４．７ ４０ ５１５ ８７７

（２０）

２

豆 ４１０ ２０５

（５０）

１ ４１０ ５．２ ４０ ５３ ８２

（２０）

２

…

小計 ６５，５０５ １４，６９６ ― ３０，９３９ ― ― ３，８６７ ５，８７８ ―

（次頁に続く）
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（ステップ２） 通作交通の稼働時間の算定

項目 区分
通作手段

戸当たり

回 数

!１

戸当たり

経営規模

!２

haあたり

回 数

!３＝!１÷!２

効果発生

面 積

!４

延 台 数

!５＝
!３×!４×２

通作距離

!６

走行速度

!７

稼働時間

!８＝
!５×!６÷!７

車種名 回 ha 回 ha 台 km km／時 時

稲作 現況 テーラー

軽四トラック

６０

４０

２．５ ２４

１６

９５ ４，５６０

３，０４０

０．９ １０

２５

４１０

１０９

計画 軽四トラック １００ ２．９ ４０ ９５ ７，６００ ０．６ ４０ １１４

畑作 現況 軽四トラック １５０ ２．９ ５２ ７０ ７，２８０ １．２ ２５ ３４９

計画 軽四トラック １５０ ２．９ ５２ ７０ ７，２８０ ０．７ ４０ １２７

酪農 現況 １t車 ７０ ６．５ １１ １１０ ２，４２０ １．３ ２５ １２６

計画 １t車 ７０ ６．５ １１ １１０ ２，４２０ ０．７ ４０ ４２

計 現況 テーラー

軽四トラック

１t車

４１０

４５８

１２６

計画 軽四トラック

１t車

２４１

４２

通作交通とは，農産物等の運搬を伴わず，ほ場と農家との間を往復するものであり，営農類型ごとの通作回数に基づいて算出する。

戸当たり回数：「農家経済調査」（農林水産省経済局統計情報部）の年間就業時間，家族農業従事者数等を基礎に営農類型別の戸当たり年通作回

数を推計する。

効果発生面積：計画農道を走行して通作を行う農地面積を記入する。

延台数：往復を考慮して２倍する。

走行速度：農道幅員，舗装等の整備水準，使用車種をもとに定める。

年輸送量

１ ｔ 車 ２ ｔ 車

車 種 別

輸 送 量

!１

１台あたり

積 載 量

!２

延 台 数

!３＝
!１÷!２×２

輸送距離

!４

走行速度

!５

稼働時間

!６＝
!３×!４÷!５

車 種 別

輸 送 量

!７

１台あたり

積 載 量

!８

t t t 台 km km／時 時 t t

計

画

二

次

輸

送

米 ３，５０９ ― １ ― ― ― １，４０４

（４０）

２

豆 ３６９ ― １ ― ― ― １４８

（４０）

２

…

小計 ２１，２６８ １，２６４ ― ２，８０９ ― ― ４２１ ５，０５７ ―

計 ８６，７７３ １５，９６０ ― ３３，７４８ ― ― ４，２８８ １０，９３５ ―

（ ）内は車種別輸送比率

一次輸送：ほ場もしくは農家から最初の積卸し地点までの輸送

二次輸送：それ以降，市場までの輸送

車種別輸送量：現況の年輸送量は実態調査に基づく。計画輸送量は，各種整備計画に基づく年輸送量に，車種構成の変更を考慮した上で，車種

別輸送割合を乗じて算出する。

延台数：往復を考慮して２倍する。

走行速度：農道幅員，舗装等の整備水準をもとに定める。

類似公共事業の評価手法の相違がもたらす帰結について
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!３ 生産基盤保全効果（更新効果）
廃用道路を直接改良若しくは更新し，機能が継続して発現する効果を生産基盤保全効果（更新効果）と

して捉える。土地改良事業一般では，旧施設の機能を超える増加便益だけを効果と考えるのではなく，旧

施設の機能に代替する部分の効果を更新する効果（廃用施設の下で行われていた農業生産が維持される効

果）も算定することとなっている１１）。

算定手順は次の通りである。

（ステップ３） 営農に係わる走行経費節減効果の算出

諸 元 車両走行経費 人 件 費 走 行

経 費

!１３＝
!４＋!１２

延台数

!１

稼働

時間

!２

時 間

当たり

経 費

!３

経費

!４＝
!２×!３

積卸し所要時間 走行所要時間 総労働

時 間

!１０＝
!７＋!９

時 間

当たり

費 用

!１１

総労働

評価額

!１２＝
!１０×!１１

１ 台

当たり

時 間

!５

組人員

!６

総時間

!７＝
!１×!５
×!６

組人員

!８

総時間

!９＝
!２×!８

台 時 円 千円 時 人 時 人 時 時 円 千円 千円

現

況

輸
送
交
通

軽四トラック

１t車

２t車

４t車

３６７，４００

１２３，２３３

２７，１１１

１１，７０６

７３，４８０

２４，６４７

５，４２３

２，３４１

４９８

７３０

９６８

１，１３９

３６，５９３

１７，９２２

５，２４９

２，６６６

０．３

０．８

１．５

１．２

１

１

１

２

１１０，２２０

９８，５８６

４０，６６７

２８，０９４

１

１

１

１

７３，４８０

２４，６４７

５，４２３

２，３４１

１８３，７００

１２３，２３３

４６，０９０

３０，４３５

７９０

７９０

７９０

７９０

１４５，１２３

９７，３５４

３６，４１１

２４，０４４

小計 ５２９，４５０１０５，８９１ ６２，５００ ２７７，５６７ １０５，８９１３８３，４５８ ３０２，９３２３６５，４３２

通
作
交
通

テーラー

軽四トラック

１t車

４１０

４５８

１２６

４１８

４１６

６３１

１７１

１９１

８０

４１０

４５８

１２６

４１０

４５８

１２６

７９０

７９０

７９０

３２４

３６２

１００

小計 ９９４ ４４２ ９９４ ９９４ ７８６ １，２２８

計（Ａ） ５２９，４５０１０６，８８５ ６２，９４２ ２７７，５６７ １０６，８８５３８４，４５２ ３０３，７１８３６６，６６０

計

画

輸
送
交
通

軽四トラック

１t車

２t車

４t車

８t車

２２０，４３８

１３０，６３１

４４，８５７

９，３６５

２，２１８

２２，０４４

１３，０６３

４，４８６

９３７

２２２

６２８

９０７

１，２１９

１，３９６

２，２７４

１３，８４４

１１，８４８

５，４６８

１，３０８

５０５

０．３

０．８

１．５

１．２

２．１

１

１

１

２

２

６６，１３１

１０４，５０５

６７，２８６

２２，４７６

８，８７２

１

１

１

１

２

２２，０４４

１３，０６３

４，４８６

９３７

２２２

８８，１７５

１１７，５６８

７１，７７２

２３，４１３

９，０９４

７９０

７９０

７９０

７９０

９１０

６９，６５８

９２，８７９

５６，７００

１８，４９６

８，２７６

小計 ４０７，５０９ ４０，７５２ ３２，９７３ ２６９，２７０ ４０，７５２３１０，０２２ ２４６，００９２７８，９８２

通
作
交
通

軽四トラック

１t車

２４１

４２

６２８

９０７

１５１

３８

１

１

２４１

４２

２４１

４２

７９０

７９０

１９０

３３

小計 ２８３ １８９ ２８３ ２８３ ２２３ ４１２

計（Ｂ） ４０７，５０９ ４１，０３５ ３３，１６２ ２６９，２７０ ４１，０３５３１０，３０５ ２４６，２３２２７９，３９４

年効果額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） ２９，７８０ ５７，４８６ ８７，２６６

延台数：農業輸送，通作輸送毎に車種別にステップ１，ステップ２から転記。

稼働時間：農業輸送，通作輸送毎に車種別にステップ１，ステップ２から転記

車両走行経費（時間当たり経費）：車種別に走行速度，路面状況等を勘案して推計する。標準的な経費を使用しても良い。

人件費（時間当たり費用）：「農産物生産費調査」（農林水産省経済局統計情報部）による時間当たり労賃単価を記入する。ただし，大型トラッ

ク（６t車以上）の場合に限り，「屋外労務車賃金調査」（労働省政策調査部）等を参考に，一般的な自動車運転手の

労賃単価を記入する。

１１）他の公共事業評価のようにWith―Without分析に従うならば，旧施設の機能を超える増加便益だけが便益であり，旧施設の機能に代替する部分

の効果は加算すべきではないと考えられる。

会計検査研究 №２５（２００２．３）
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!４ 生活環境整備効果
!１ 一般交通等経費節減効果

農道の新設・改良に伴い，地域間を結ぶ道路延長の短縮や，道路幅員，カーブ，勾配，舗装の改良によ

る走行速度の変化等によって燃料やタイヤその他の消耗品が節約できる効果を一般交通等経費節減効果と

して捉える。計画農道への流入が予想される道路での実測調査を基に，計画農道整備後，農業用車両以外

の車両（一般車）について，車種別の走行台数を推計する。その上で，走行距離，走行速度の現況時と計

画農道整備後を求め，走行に関わる経費節減効果を算定する。推計手順は以下の通り，（ステップ１）で

計画農道に流入する一般交通量の算定，（ステップ２）で稼働時間を算定した後，（ステップ３）で一般交

通経費削減効果を算出する。

廃 用 施 設 更新施設 最経済的

事業費

!８＝
!２又は!５

施設名 廃用施設

の設置年

!１

廃用施設

の事業費

!２

耐用年数

!３

年減価額

!４＝
!２÷!３

施設名 更新施設

の事業費

!５

耐用年数

!６

年減価額

!７＝
!５÷!６

千円 年 千円 千円 年 千円 千円

○○道路 ××年 １２０，０００ ２０ ６，０００ ○○道路 ３００，０００ ３０ １０，０００ １２０，０００

施設名 廃用施設の設置年 更新施設の最経済的事業費

!８
還元率

!９
年効果額

!１０＝!８×!９

千円 千円

○○道路 ××年 １２０，０００ ０．０８３７ １０，０４４

還元率は，最経済的事業費として採用した施設について，それぞれの耐用年数に対応した還元

率。

（ステップ１） 一般交通量の算定

車 種 名 １２時 間

交 通 量

実 測 値

!１

流入率

!２

推定流入量

（１２時間）

!３＝!１×!２

推 定 日

流 入 量

（２４時間）

!４＝
!３×１．２

うち農業交通量 一般交通

日交通量

（２４時間）

!７＝
!４－!６

年延台数

!８＝
!７×３６５
日×２／３

年計画台数

!９＝!８×ａ

比率

!５
日交通量

（２４時間）

!６＝
!４×!５÷１００

台 台 ％ 台 台 台 台

軽四自動車 ２８ ０．７ １９．６ ２３．５ ０ ０ ２３．５ ５，７１８ ９，１４９

普通車 ３１ ０．４ １２．４ １４．９ ０ ０ １４．９ ３，６２６ ５，８０２

軽四トラック ４ ０．５ ２．０ ２．４ １０ ０．２ ２．２ ５３５ ８５６

１tトラック １２ ０．２ ８．４ １０．１ １０ １．０ ９．１ ２，２１４ ３，５４２

２tトラック ８ ０．４ ３．２ ３．８ １０ ０．４ ３．４ ８２７ １，３２３

流入率：計画農道の整備後，周辺道路より計画農道に流入が予想される車両の交通量調査台数に占める比率。原則として交通量調査時に聞き取

り調査を行って推計する。現道を直接改良する場合の流入率は１００％とする。

農業交通量比率：交通量調査結果から推計する。

年計画台数：年間延台数×地方別標準倍率!a （「農道計画設計基準」）により算定する。

類似公共事業の評価手法の相違がもたらす帰結について
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!２ 安全性向上効果

社会的要請に基づき，ガードレールや歩道等を新たに設置することによって，事故率の減少や精神的安

定の確保等，安全性が向上する効果を安全性向上効果として捉える。評価方法としては，事故率の減少等

には依らず，安全性確保投資額に当該施設の耐用年数に応じた還元率を乗じ，安全施設の設置に伴う維持

管理費の年増加額（マイナス効果）と合算して年効果額を算出する。

（ステップ２） 一般交通に係わる台数と稼働時間の算定

車種 １ ｔ 車 ２ ｔ 車

年間計画台数

!１
輸送距離

!２
走行速度

!３
年稼働時間

!４＝!１×!２÷!３
年間計画台数

!５
輸送距離

!６
走行速度

!７
年稼働時間

!８＝!５×!６÷!７

台 km km／h 時 台 km km／h 時

現況 ３，５４２ １３ ３０ １，５３５ １，３２３ １３ ３０ ５７３

計画 ３，５４２ ８ ４０ ７０８ １，３２３ ８ ４０ ２６５

輸送距離：計画農道区間の平均利用距離を計画欄に記入する。通常，計画農道のおおむね１／２を基準とする。ただし，計画路線の全延長
を走行することが明らかな場合は全延長とする。現況欄には，計画路線に相当する現況走行経路を推定し，その平均利用距離を

記入。

（ステップ３） 一般交通経費削減効果の算出

項目

車種名

諸 元 車両走行経費 人 件 費 走行経費

!８＝!３＋!７

稼働時間

!１

時間あたり

経 費

!２

経 費

!３＝!１×!２

走行所要時間 時間あたり

経 費

!６

総 労 働

評 価 額

!７＝!５×!６
組人員

!４
総時間

!５＝!１×!４

時 円 千円 人 時 円 千円 千円

現

況

軽四自動車

普通車

軽四トラック

１tトラック

２tトラック

３，９６５

２，５１４

３７１

１，５３５

５７３

４９８

７２７

４９８

７３０

９６８

１，９７５

１，８２８

１８５

１，１２１

５５５

―

―

１

１

１

―

―

３７１

１，５３５

５７３

―

―

７９０

７９０

７９０

―

―

２９３

１，２１３

４５３

計（Ａ） ５，６６４ １，９５９ ７，６２３

計

画

軽四自動車

普通車

軽四トラック

１tトラック

２tトラック

１，８３０

１，１６０

１７１

７０８

２６５

６２８

８９６

６２８

９０７

１，２１９

１，１４９

１，０３９

１０７

６４２

３２３

―

―

１１１

―

―

１７１

７０８

２６５

―

―

７９０

７９０

７９０

―

―

１３５

５５９

２０９

計（Ｂ） ３，２６０ ９０３ ４，１６３

年効果額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） ２，４０４ １，０５６ ３，４６０

車種名・稼働時間はステップ２から車種別に転記。

車両走行経費（時間あたり経費）：車種別に走行速度，路面状況等を勘案して推計する。

人件費（時間当たり費用）：「農産物生産費調査」（農林水産省経済局統計情報部）による時間あたり労賃単価。ただし，大型トラック（６t以上）

の場合に限り「屋外労務者賃金調査」（労働省政策調査部）等を参考に一般的な自動車運転手の労賃単価を記入する。

なお，一般車の人件費については，貨物自動車の走行に係わる人件費だけを算定する。

施設名 設置投資額

!１
耐用年数 還元率

!２
年効果額

!３＝!１×!２
年維持管理費

!４
評価額

!５＝!３－!４

千円 年 千円 千円 千円

転落防止棚 ３０００ ２０ ０．０８３７ ２５１ ３３ ２１８

会計検査研究 №２５（２００２．３）
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!５ 地域資産保全効果（文化財発見効果）
農道整備により，付随的に埋蔵文化財が具現化されると共に，発掘調査を行うことによりその文化的価

値が明確になる効果を，地域資産保全効果（文化財発見効果）として捉える。また，保護を要する文化財

については，盛り土等の処理により貴重な文化遺跡が後世に継承される効果をいう。ただし，文化財発見

は，ひとり農道整備のみによるものではなく，用水改良，排水改良，畑地かんがい，農地開発等の事業と

合わせて発現する効果であるため，農道整備単独の効果として算定することにはなっていない。

!６ 景観保全効果（農道環境整備効果）
広く農道通行者等へ「交流の場」「うるおい」等を提供できる場合，これを景観保全効果効果（農道環

境整備効果）として捉える。対象となる施設は，周辺の環境，景観保全のための並木，花壇，石積み擁壁，

レリーフ，カラー舗装等である。算出手順は次の通り，

年効果額＝環境配慮機能を付加するために追加投資した経費×還元率

で求める。

!７ 保健休養機能向上効果
農業用ダム，農業用用排水路等の新設・改修により，土地改良施設が農業用としての機能を発揮するこ

とを前提に，施設そのもの又は施設の設置により生じる水面等が地域のレクリエーションの拠点として，

地域住民への憩いの場の提供や観光資源として利活用できる効果を保健休養機能向上効果として捉える。

本効果は，施設利活用による収益額を効果額として算定することとなっている。農道整備はこれらの施

設へのアクセスを保証する機能を担うが，農道整備事業そのものから保健休養機能向上効果を算出するこ

とにはなっていない。

!８ 廃用損失額
土地改良事業（農道整備事業）を実施する場合，廃止する施設又は全面的な改修等を行う施設のうち，

農道環境施設名 構造・数量等 投資総額 維持管理者等 設置理由

!１
本来機能相当額

!２
農道環境投資額

!３＝!１－!２

千円 千円 千円

自然石積 □□m ２６０，０００ ２１８，０００ ４２，０００ ○○町 自治会要請

花壇 ５００m２ ２０，０００ ０ ２０，０００ ○○町 自治会要請

転記

施 設 名 農道環境投資額

!３
耐 用 年 数 還 元 率

!４
年 効 果 額

!５＝!３×!４

千円 年 千円

自然石積 ４２，０００ ３０ ０．０６８８ ２，８８９

花壇 ２０，０００ ２０ ０．０８３７ １，６７４

計 ４，５６３

還元率は，それぞれの施設の耐用年数に対応した還元率。

類似公共事業の評価手法の相違がもたらす帰結について
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耐用年数が尽きていない施設については，廃止や改修によって損失が生じる。この損失を廃用損失額

（デッド・コスト）といい，マイナスの効果として取り上げる。算定手順は次の通り，

廃用損失額＝（廃用施設の事業費－廃棄価額）×残存率

で求める。

注）資料編の表の数値例については，農林水産省構造改善局計画部監修『改定 土地改良の経済効果』

大成出版社，１９９７年より引用した。

施設名 設置年 廃用施設の事業費

!１

廃棄価額

!２

償却資産額

!３＝!１－!２

残 存 率 廃用損失額

!７＝!３×!６

廃用時まで

使 用 年 数

!４

今後の使用

可 能 年 数

!５

残 存 率

!６＝
!５／（!４＋!５）

千円 千円 千円 年 年 千円

○○道路 □□年 ５００，０００ ０ ５００，０００ ４５ ５ ０．１ ５０，０００

廃棄価額は，機械施設の場合は，廃用施設事業費の１０％とする。

会計検査研究 №２５（２００２．３）
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